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第５章 国の基本指針に即して定める「第６期障害福祉計画」 

 

１ 計画の策定にあたって 

 

（１）計画の性格及び位置付け 

  障害福祉計画は、障害者総合支援法第89条に基づき、国の定める「基本指針」（※）に即

し、市町村障害福祉計画の達成に資するため、広域的な見地から障害福祉サービス、相談支

援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に関する計画を定めるものです。 

  本県の障害福祉計画は、これまで、第１期計画（平成18～20年度）、第２期計画（平成2

1～23年度）、第３期計画（平成24～26年度）、第４期計画（平成27年～29年度）及び第５

期計画（平成30～令和２年度）を策定しており、このうち第４期計画以降は、障害者基本法

に基づく障害者計画と統合し、「岐阜県障がい者総合支援プラン」の中に位置付けて策定し

ております。 

第６期計画（令和３～５年度）においても、引き続き、同プランの中に位置づけて策定し

ます（第５章、第７章）。 

 

  ※  国の定める「基本指針」 

   根拠規定：障害者総合支援法第87条（基本指針） 

     「障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業の提供体制

の整備並びに自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指

針」（平成18年厚生労働省告示第395号） → 内容については、166～168ページに掲載 

 

（２）第６期計画の期間 
 

この計画の期間は、令和３年度から令和５年度までの３年間とします。 

 

（３）障害保健福祉圏域の設定 

  障害者総合支援法では、障がい者に身近な行政主体である市町村が、当事者のニーズを的確

に把握したうえで障がい者の支援に取り組んでいくことを基本としていますが、専門的な支援

については、広域的な取組みも必要です。 

 このため、指定障害福祉サービス等の見込量等については、５つの障害保健福祉圏域ごと

に定めることとします。 
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 （障害保健福祉圏域） 

 圏域名  区      域 

 岐阜圏域  岐阜市、羽島市、各務原市、山県市、瑞穂市、本巣市、羽島郡、本巣郡 

 西濃圏域  大垣市、海津市、養老郡、不破郡、安八郡、揖斐郡 

 中濃圏域  関市、美濃市、美濃加茂市、可児市、郡上市、加茂郡、可児郡 

 東濃圏域  多治見市、中津川市、瑞浪市、恵那市、土岐市 

 飛騨圏域  高山市、飛騨市、下呂市、大野郡 

 

（４）計画の推進体制 

 障害福祉計画における目標等について、年に１回は実績を把握し、障がい者施策や関連施策

の動向を踏まえながら分析及び評価を行い、必要に応じて障害福祉計画の見直しの措置を講じ

ます。 

 

①岐阜県障がい者総合支援懇話会等との協働 

障害福祉計画を推進するためには、行政だけではなく、障がい者支援に関連するすべて

の者が連携し、積極的・主体的に取り組む必要があります。 

   このため、「岐阜県障がい者総合支援懇話会」等で意見を聴き、実践活動面で障害福祉

計画の推進に資するよう関係者間の協働を図ります。 

 

②岐阜県障害者施策推進協議会への協議 
 

   障害福祉計画の進捗状況等を「岐阜県障害者施策推進協議会」に報告し、適切な進行

管理と評価を行います。 

   また、障害福祉計画を見直す場合は、県民に広く意見募集するとともに岐阜県障害者施

策推進協議会において、その内容を協議します。 

 

（５）障害福祉サービス等の見込量の算出 
 

   第６期障害福祉計画の目標年度である令和５年度における障害福祉サービス等の見込量

は、市町村の報告数値を基礎として、第５期障害福祉計画の実績を踏まえ、算出しました。 

 

①市町村との調整 

   市町村は障害福祉サービス等の見込量や目標数値等について、これまでの実績を踏ま

え、各種調査や有識者会議等を実施したうえで計画数値を見込んでいます。 

     県においては市町村ごとの障害福祉サービス等の見込量を合計したうえで、サービス

の種類ごとに精査・調整を行い、サービスの見込量を定めました。 
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２ 数値（成果）目標 

 

（１）令和５年度の数値（成果）目標の設定 

   

国の基本指針では、①福祉施設の入所者の地域生活への移行、②精神障害にも対応した地

域包括ケアシステムの構築、③地域生活支援拠点等が有する機能の充実、④福祉施設から一

般就労への移行等、⑤相談支援体制の充実・強化等、⑥障害福祉サービス等の質を向上させ

るための取組に係る体制の構築について、これまでの実績及び地域の実情を踏まえ、令和５

年度の数値（成果）目標を設定することとされています。 

  本計画では、国の基本指針を踏まえ、令和５年度の数値目標を次のとおり設定します。 

 

 

①福祉施設の入所者の地域生活への移行 
 

 ア 数値目標の設定 
 

  【国の基本指針】 

 ・令和５年度末の施設入所者数を令和元年度末時点の施設入所者数から、1.6％以  

  上削減することを基本として、これまでの実績及び地域の実情を踏まえて設定。  

 

・令和５年度末までに、令和元年度末時点の施設入所者の６％以上が地域生活へ 

移行することを基本として、これまでの実績及び地域の実情を踏まえて設定。 

 

▼ 

 

  【県の数値目標】 

 ・令和５年度末の施設入所者数は、令和元年度末時点を基準に現状維持とします。 

 

・令和５年度末までに、令和元年度末時点の施設入所者の3.5％（78人）以上が 

地域生活へ移行することを目指します。 
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 【数値目標の積算】   

  項   目  数  値  備     考 

①  

 令和元年度末の施設入所 

者数 

 2,227人 
令和元年度末現在の施設入所者の県内市町村合計 

 

②  

 令和５年度末の施設入 
 所者数 

2,227人 
 令和５年度末現在の施設入所者の県内市町村合計 

③ 【目標値】 

 施設入所者数の減少見 
 込み（②－①） 
 （割合 ③÷①） 

0人 
 (△0%) 

 令和元年度末現在の施設入所者の令和５年度末までの減

少見込み数 

④ 【目標値】 

 地域生活移行者数 
 （割合 ④÷①） 

   78人 
 (3.5%) 

令和元年度末の施設入所者のうち、令和５年度末までにグ

ループホーム、一般住宅等へ地域移行する者の数 

（参考）【第５期計画実績】 
 地域生活移行者数 
 （割合） 

   46人 
 (2.0%) 

 平成28年度末時点の施設入所者のうち、令和元年度末ま

でにグループホーム、一般住宅等へ地域移行した者の数 

 

イ 数値目標設定の考え方 

○ 施設入所者数は、入所者の高齢化が進み地域生活移行が難しい状況や県内の向こう３

年間の入所施設の待機者が相当数（約200人）ある状況を踏まえるとともに、障がい者の

将来ニーズを見据え、セーフティネットの役割の重要性に鑑み、令和５年度末の施設入所

者数の現状維持を目標値とします。 

○ 施設入所者の地域生活移行は、地域生活を望む入所者の希望を実現するため、また、緊急

度の高く真に入所が必要な待機者が入所できるよう可能な限り推進していきます。しかしな

がら、入所者の高齢化が進み地域生活移行が難しい状況等を踏まえ、入所者のうち、65歳以

下かつ、障がい程度の中・軽度の方（※）である78人（3.5％）を、令和５年度末までに地

域生活へ移行することを目標値とします。 

 （※障害支援区分４以下かつ、身体障害者手帳３級以下又は療育手帳Ｂ１以下の方） 

 

ウ 指定障害者支援施設の必要定員総数の設定 
 

○ 国の基本指針では、各年度の指定障害者支援施設の必要入所定員総数を定めること

とされているため、これまでの実績及び地域の実情を踏まえ、次のとおり設定します。 

 

【指定障害者支援施設の必要定員総数】 

 
区   分 

令和元年度 

（実績） 

令和２年度 

（見込） 

令和３年度 

(見込) 

 令和４年度 

（見込） 

 令和５年度 

（見込） 

障害者支援施設定員数 2,339人 2,339人 2,339人  2,339人  2,339人 
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②精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 
   

ア 数値目標の設定 
 

  【国の基本指針】 

・令和５年度末における精神障がい者の精神病床から退院後１年以内の地域における

生活日数の平均を316日以上とすることを基本に設定する。 

・令和５年度末時点の精神病床における65歳以上及び65歳未満の１年以上長期入院患 

者数の目標値を国が提示する推計式を用いて設定。 

・令和５年度末における入院後３ヶ月時点の退院率を、69.0％以上を基本として地域の 

実情に応じて設定。 

・令和５年度末における入院後６ヶ月時点の退院率を、86.0％以上を基本として地域の 

実情に応じて設定。 

・令和５年度における入院後１年時点の退院率を、92.0％以上を基本として地域の実情に 

応じて設定。 

 

▼ 

 

 

 

 

  

 【県の数値目標】 

・令和５年度末における精神障がい者の精神病床から退院後１年以内の地域における

生活日数の平均が316日以上になることを目指します。 

 

・令和５年度末時点の精神病床における65歳以上及び65歳未満の１年以上長期入院患 

者数の目標値を国が提示する推計式を用いて設定します。 

 

・令和５年度における入院後３ヶ月時点の退院率を、69.0％以上として設定します。 

 

・令和５年度における入院後６ヶ月時点の退院率を、86.0％以上として設定します。 

 

・令和５年度における入院後１年時点の退院率を、92.0％以上として設定します。 
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【目標値の積算】 
項   目 R元年度実績 R5年度目標 

① 【目標値】 

退院後１年以内の地域における生活

日数の平均 

310日(*) 316日以上 

* 平成 28 年 3 月の精神病床からの退院者（入院後 1 年以内に限る）退院後 1 年以内の

地域における平均生活日数 

項   目 R元年度実績 R5年度目標 
② 【目標値】 

65歳以上の1年以上長期入院患者数 
1,198人 959人 

 
項   目 R元年度実績 R5年度目標 

③ 【目標値】 
65歳未満の1年以上長期入院患者数 938人 803人 

 

項   目 H30年度実績 R5年度目標 
④ 【目標値】 

入院後3ヶ月時点の退院率 
68.8% 

※H29年度実績 
69.0% 

 
項   目 H30年度実績 R5年度目標 

⑤ 【目標値】 
入院後6ヶ月時点の退院率 

83.7% 

※H29年度実績 
86.0% 

 
項   目 H30年度実績 R5年度目標 

⑥ 【目標値】 
入院後1年時点の退院率 

89.6% 

※H29年度実績 
92.0% 

 

イ 数値目標設定の考え方 

○ 国の基本指針においては、「退院後１年以内の地域における生活日数の平均」の目

標値は316日以上とすることが基本とされています。これを踏まえ、本県においても、

316日以上を目標とします。 

○ 国が提示する推計式を用いて「65歳以上の１年以上長期入院患者数」「65歳未満の

１年以上長期入院患者数」を算出し、それぞれ、〔計算中〕人、〔計算中〕人を目標

とします。 

○ 国の基本指針においては、「入院後３ヶ月時点の退院率」「入院後６ヶ月時点の退院

率」「入院後1年時点の退院率」の目標値は、それぞれ69.0％以上、86.0％以上、92.

0％以上とすることが基本とされております。これを踏まえ、本県においても、それ

ぞれ69.0％以上、86.0％以上、92.0％以上を目標とします。 
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③地域生活支援拠点等が有する機能の充実 
 

 ア 数値目標の設定 
 

  【国の基本指針】 

 ・令和５年度末までに各市町村又は各圏域に一つ以上の地域生活支援拠点等を確 

  保しつつ、その機能の充実のため、年１回以上運用状況を検証及び検討するこ 

  とを基本とする。 

 

▼ 
 
 

  【県の数値目標】 

 ・令和５年度末までに各圏域に１つ以上が整備されることを目指します。 

・整備された地域生活支援拠点等において、年１回以上運用状況の検証及び検討 

が実施されることを目指します。 

 
 
 
 【目標値の積算】 

項   目 令和元年度実績 令和５年度目標 
【目標値】 

地域生活支援拠点等が整備された圏

域数 

２圏域 各圏域に１つ以上 

【目標値】 

年１回以上の運用状況の検証及び検

討が実施された圏域数 

－圏域 
整備された各圏域 
において１回以上 

 
 
 

イ 数値目標設定の考え方 

○ 地域生活支援拠点等とは、障がい者の高齢化・重度化や「親亡き後」に対応するため、

①相談（地域移行、親元からの自立等）、②体験の機会・場（一人暮らし、グループホー

ム等）、③緊急時の受入・対応（ショートステイの利便性・対応力向上等）、④専門性（人

材の確保・養成、連携等）、⑤地域の体制づくり（サービス拠点、コーディネーターの配

置等）の項目の機能を満たす拠点又は複数の事業所・機関による面的な体制です。 

 

○ 国の基本指針においては、令和５年度末までに各市町村又は各圏域に一つ以上の地域

生活支援拠点等を確保しつつ、その機能の充実のため、年１回以上運用状況を検証及び検

討を実施することとされています。本県においては、各圏域に１つ以上整備されるととも

に、整備された地域生活支援拠点等において、年１回以上運用状況の検証及び検討が実施

されることを目標とします。  
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④福祉施設から一般就労への移行等 
  

ア 数値目標の設定 
 

 【国の基本指針】 

・令和５年度における就労移行支援事業等（生活介護、自立訓練、就労移行支援、

就労継続支援）を通じた一般就労移行者数を令和元年度移行実績の1.27倍以上と

することを基本とする。 

・令和５年度における就労移行支援事業を通じた一般就労移行者数を令和元年度 

移行実績の1.30倍以上とすることを基本とする。 

・令和５年度における就労継続支援Ａ型事業を通じた一般就労移行者数を令和元 

年度移行実績の1.26倍以上とすることを基本とする。 

・令和５年度における就労継続支援Ｂ型事業を通じた一般就労移行者数を令和元 

年度移行実績の1.23倍以上とすることを基本とする。 

・令和５年度における就労移行支援事業等を通じた一般就労移行者数のうち、 

７割が就労定着支援事業を利用することを基本とする。 

・令和５年度において、就労定着支援事業所のうち就労定着率が８割以上の事業所

が全体の７割以上となることを基本とする。 

 

▼ 
 
 

  【県の数値目標】 

・令和５年度における就労移行支援事業等（生活介護、自立訓練、就労移行支援、

就労継続支援）を通じた一般就労移行者数を令和元年度移行実績の1.27倍以上と

することを目指します。 

・令和５年度における就労移行支援事業を通じた一般就労移行者数を令和元年度 

移行実績の1.30倍以上とすることを目指します。 

・令和５年度における就労継続支援Ａ型事業を通じた一般就労移行者数を令和元 

年度移行実績の1.26倍以上とすることを目指します。 

・令和５年度における就労継続支援Ｂ型事業を通じた一般就労移行者数を令和元 

年度移行実績の1.23倍以上とすることを目指します。 

・令和５年度における就労移行支援事業等を通じた一般就労移行者数のうち、 

７割が就労定着支援事業を利用することを目指します。 

・令和５年度において、就労定着支援事業所のうち就労定着率が８割以上の事業所

が全体の７割以上となることを目指します。 
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 【数値目標の積算】 
  項   目  数 値  備     考 

①  

  令和元年度の一般就労 

移行者数 

   228人 
 令和元年度において就労移行支援事業等を通じて一般就

労した者の数 

② 【目標値】 

  令和５年度の一般就労 

移行者数 

  （増加率 ②÷①） 

  290人 
 

 (1.27倍) 

 令和５年度において就労移行支援事業等を通じて一般就

労した者の数 

 
  項   目  数 値  備     考 

③  

令和元年度の就労移行 

支援事業の移行者数 

   108人 
 令和元年度において就労移行支援事業を通じて一般就労

した者の数 

④ 【目標値】 

令和５年度の就労移行 

支援事業の移行者数 

  （増加率 ④÷③） 

  141人 
 

 (1.3倍) 

 令和５年度において就労移行支援事業を通じて一般就労

した者の数 

 
  項   目  数 値  備     考 

⑤  

令和元年度の就労継続支

援Ａ型事業の移行者数 
   84人 

令和元年度において就労継続支援Ａ型事業を通じて一般

就労した者の数 

⑥ 【目標値】 

令和５年度の就労継続支

援Ａ型事業の移行者数 

  （増加率 ⑥÷④） 

  106人 
 

 (1.26倍) 

令和５年度において就労継続支援Ａ型事業を通じて一般

就労した者の数 

 
  項   目  数 値  備     考 

⑦  
令和元年度の就労継続

支援Ｂ型事業の移行者

数 

   32人 
令和元年度において就労継続支援Ｂ型事業を通じて一般

就労した者の数 

⑧ 【目標値】 

令和５年度の就労継続

支援Ｂ型事業の移行者

数 

（増加率 ⑧÷⑦） 

  40人 
 

 (1.23倍) 

令和５年度において就労継続支援Ｂ型事業を通じて一般

就労した者の数 

 
  項   目  数 値  備     考 

⑨ 【目標値】 

令和５年度の就労定着

支援事業の利用割合 
７割以上 

令和５年度における就労移行支援事業所等を通じて一般

就労した者のうち就労定着支援事業を利用した者の割合 
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  項   目  数 値  備     考 
⑩ 【目標値】 

令和５年度の就労定着

率８割以上の事業所の

割合 

７割以上 
令和５年度における就労定着支援事業による就労定着率

が８割以上の事業所の割合 

 

 

イ 数値目標設定の考え方 
 
 ○ 令和５年度における福祉施設から一般就労する者の数については、国の基本指針にお

いて、令和元年度実績の1.27倍以上とすることが基本とされています。これを踏まえ、

本県においても、令和５年度における福祉施設から一般就労する者の数を令和元年度実

績の1.27倍以上（290人以上）とすることを目標とします。 

 ○ このうち、就労移行支援事業を通じた一般就労については、一般就労への移行において

重要な役割を担うものであることから、国の基本指針を踏まえ、令和５年度の一般就労者

数を令和元年度実績の1.30倍以上（141人以上）とすることを目指します。 

 ○ また、就労継続支援Ａ型及び就労継続支援Ｂ型については、一般就労が困難である者に

対し、就労や生産活動の機会の提供、就労に向けた訓練等を実施するものであることから、

その事業目的に照らし、それぞれ、国の基本指針を踏まえ、令和５年度の一般就労者数を

令和元年度実績の1.26倍以上（106人以上）、1.23倍以上（40人以上）とすることを目指

します。 

○ 加えて、一般就労に至った後の定着も重要であることから、国の基本指針を踏まえ、令

和５年度における就労移行支援事業等を通じた一般就労者数のうち７割が就労定着支援

事業を利用すること及び就労定着率が８割以上の就労定着支援事業所を全体の７割以上

とすることを目指します。 
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⑤相談支援体制の充実・強化等 
  

ア 数値目標の設定 
 

 【国の基本指針】 

・令和５年度末までに、各市町村又は各圏域において、総合的、専門的な相談支 

援の実施及び地域の相談支援体制の強化を実施する体制を確保することを基本 

とする。 

 

▼ 
 
 

  【県の数値目標】 

・令和５年度末までに、各市町村に基幹相談支援センターが設置されることを目 

 指します。 

 
 
 【目標値の積算】 

項   目 令和元年度実績 令和５年度目標 
【目標値】 

基幹相談支援センターの設置市町村

数 

29市町村 42市町村 

 

 

イ 数値目標設定の考え方 

○ 国の基本指針においては、令和５年度末までに、各市町村又は各圏域において、総合的、

専門的な相談支援の実施及び地域の相談支援体制の強化を実施する体制を確保すること

を基本とすることとされています。この体制は、基幹相談支援センターの設置により確保

されることとなることから、本県においては、各市町村に同センターが設置されることを

目標とします。  
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⑥障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 
  

ア 数値目標の設定 
 

 【国の指針】 

・都道府県が実施する指定障害福祉サービス事業者及び指定障害児通所支援事業 

者等に対する指導監査の適正な実施とその結果を関係自治体と共有する体制の 

有無及び共有回数の見込みを設定する。 

 

▼ 
 
 

  【県の数値目標】 

・指定障害福祉サービス事業者及び指定障害児通所支援事業者等に指導監査を実 

施した場合に、その結果を関係自治体と共有します。 

 
 
 【目標値の積算】 

項   目 令和元年度実績 令和５年度目標 
【目標値】 

指導監査を実施した際における関係

自治体との結果の共有の回数 

－ １回 

 

 

イ 数値目標設定の考え方 

○ 適切な障害福祉サービスの提供に重点を置いた実地指導を行うことにより事業者の法

令順守の認識を促すことや、不正受給等による指定取消事案等を無くすことは、障害福祉

サービスの質の向上に直接影響します。 

 そのため、指定障害福祉サービス事業者及び指定障害児通所支援事業者等に対する年

間の指導監査結果について関係市町村と情報共有する機会を設けることにより、障害福

祉サービスの一層の質の向上を図っていきます。 
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（２）令和５年度の活動指標の設定 

   

国の基本指針では、障害福祉サービス等の提供体制の確保に係る目標を達成するため、令

和５年度の活動指標を見込むことが適当であるとされています。 

  本計画では、国の基本指針を踏まえ、令和５年度の活動指標を次のとおり設定します。 

 

 

【福祉施設から一般就労への移行等 活動指標】 

事 項 令和元年度実績 令和５年度見込 

(1)就労移行支援事業及び就労継続支援事業の利用者の一

般就労への移行者数 
228 人 291 人 

(2)障がい者に対する職業訓練の受講者数  13 人 40 人 

(3)福祉施設から公共職業安定所への誘導者数 455 人 460 人 

(4)福祉施設から障害者就業・生活支援センターへの誘導

者数 
127 人 130 人 

(5)公共職業安定所における福祉施設利用者の支援者数 175 人 160 人 

 

【発達障がい者等に対する支援 活動指標】 

事 項 令和元年度実績 令和５年度見込 

(1)発達障害者支援地域協議会の開催回数 2 回 2 回 

(2)発達障害者支援センターによる相談支援件数  3,043 件 3,050 件 

(3)発達障害者支援センターの関係機関への助言件数 9 件 10 件 

(4)発達障害者地域支援マネジャーの関係機関への助言件   

  数 
1,214 件 1,250 件 

(5)発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネ

ジャーの外部機関や地域住民への研修、啓発件数 
243 件 250 件 

(6)ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の

支援プログラム等の受講者数 
85 人 194 人 

(7)ペアレントメンターの人数 27 人 32 人 

(8)ピアサポートの活動への参加人数 360 人 449 人 

 

【「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築 活動指標】 

事 項 令和元年度実績 令和５年度見込 

(1)精神障がい者の地域移行支援 4 人 43 人 

(2)精神障がい者の地域定着支援 4 人 39 人 

(3)精神障がい者の共同生活援助 263 人 320 人 

(4)精神障がい者の自立生活援助 3 人 38 人 

(5)精神病棟における退院患者の退院後の行き先 

自宅   269 人 

施設     30 人 

医療機関  50 人 

他       26 人 

自宅     355 人 

施設      37 人 

医療機関  63 人 

他       30 人 
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３ 障害福祉サービス等の見込量と確保策等 

 

（１）指定障害福祉サービス及び相談支援の見込量と確保策等 

 

 国の基本指針では、都道府県障害福祉計画の作成に関する事項として、各年度の指定障害

福祉サービス等の種類ごとの必要な量の見込み及びその見込量の確保のための方策及びその

質の向上のために講ずる措置を区域ごとに定めることとされています。 

 本計画においては、令和２年度までの障害福祉サービスなどの実績（見込）を踏まえ、令和

３年度～５年度のサービス見込量を定めるとともに、その確保及び質の向上に関する方策を

定めました。 

 今後は、この方策に基づき、県と市町村が協働して、障害福祉サービス等の計画的かつ着実

な整備を進めていきます。また、整備にあたっては、サービス提供事業者に働きかけを行うと

ともに、サービスの質の向上につながる支援を行います。 

  なお、サービス見込量は、各市町村におけるサービス見込量を基に積算しています。 

 

 ※個別の単位については、次のとおりです。 

 【時間分】月間のサービス提供時間 

【人日分】「月間の利用人数」×「1人1月当たりの平均利用日数」で算出されるサービス量 

 【人 分】月間の利用人数 

① 訪問系サービス 
 

  ア 提供サービスの概要 
 

   項  目  備     考 

 居宅介護 

居宅での入浴、排泄及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事

並びに生活等に関する相談及び助言その他の生活全般にわたるサービ

ス 

 重度訪問介護 

重度の肢体不自由又は重度の知的障がい若しくは精神障がいにより

行動上著しい困難を有するため、常時介護を必要とする人への居宅での

長時間にわたる介護や移動中の介護などの総合的なサービス 

 同行援護 

視覚障がいにより移動に著しい困難を有する人に対し、外出時に同行

し、移動に必要な情報を提供するとともに、移動の援護を行うサービス 

 行動援護 

自己判断力が制限されている人（自閉症、てんかん等の重度の知的障

がいのある人又は統合失調症等の重度の精神に障がいのある人であって、

危険回避ができない、自傷、異食、徘徊等の行動障がいに対する援護を必

要とする人）が行動する際の危険を回避するためのサービス 

  

重度障害者等 

包括支援 

常時介護を要する障がいのある人であって、その介護の必要の程度が

著しく高い人のサービス利用計画に基づく、居宅介護等複数の包括的サ

ービス 
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  イ サービス見込量 
 

 第５期計画 第６期計画 

項   目 単位 
令和２年度 

(実績見込) 
３年度 ４年度 ５年度 

居宅介護 
人分 1,846 1,940 2,001 2,064 

時間分 26,551 28,323 29,195 30,085 

重度訪問介護 
人分 49 64 68 73 

時間分 9,462 11,088 11,815 12,249 

同行援護 
人分 235 266 276 290 

時間分 3,413 4,076 4,203 4,389 

行動援護 
人分 105 131 145 163 

時間分 1,906 2,267 2,461 3,015 

重度障害者等包括支援 
人分 0 3 5 6 

時間分 0 224 251 281 

 

 

  ウ 見込量確保と質の向上のための方策 

 

  ○ 市町村と協働し、地域のニーズに応じたサービスが確保されるよう、事業者に対する

情報提供等を行います。 

（健康福祉部障害福祉課） 

  ○ 重度訪問介護、同行援護、行動援護など専門的な知識・技能を要する分野を中心に、

居宅介護従事者の養成を推進します。 

（健康福祉部障害福祉課） 

  ○ 在宅における医療的ケアが必要な障がい者の支援のため、重度訪問介護従業者研修

や介護職員等によるたん吸引等の研修を実施します。 

（健康福祉部障害福祉課） 

（健康福祉部医療福祉連携推進課） 

 

② 日中活動系サービス（生活介護） 

 

  ア 提供サービスの概要 

   

  項   目  備     考 

 生活介護 

常時介護を要する障害支援区分３以上（50歳以上は障害支援区

分２以上）の人を対象とし、主として昼間において、障害者支援

施設等で入浴、排泄又は食事の介護、創作的活動又は生産活動の

機会を提供するサービス 
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  イ サービス見込量 
 

 第５期計画 第６期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

生活介護 
人分 4,888 5,007 5,096 5,184 

人日分 100,963 109,633 111,479 113,442 

 
 

  ウ 見込量確保と質の向上のための方策 

 

  ○ 市町村と協働し、地域のニーズに応じたサービスが確保されるよう、事業者に対す

る情報提供等を行います。 

（健康福祉部障害福祉課） 

 

 

③ 日中活動系サービス（自立訓練） 

 

  ア 提供サービスの概要 

   

 項  目  備     考 

 自立訓練 

 （機能訓練） 

病院や施設を退院・退所し、身体的リハビリテーションの継続

が必要な身体に障がいのある人等を対象とし、地域生活を営む上

で必要な身体機能の維持・回復等のための訓練を行うサービス 

 自立訓練 

 （生活訓練） 

病院や施設を退院・退所し、社会的リハビリテーションの実施

が必要な人等を対象とし、地域生活を営む上で必要な生活能力の

維持・向上を図るための訓練を行うサービス 

 

 

  イ サービス見込量 
 

 第５期計画 第６期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

自立訓練（機能訓練） 
人分 8 15 17 20 

人日分 78 224 266 320 

自立訓練（生活訓練） 
人分 190 223 240 259 

人日分 2,827 3,534 3,770 4,076 

 

    

  



- 135 - 

 

  ウ 見込量確保と質の向上のための方策 

 

  ○ 市町村と協働し、地域のニーズに応じたサービスが確保されるよう、事業者に対す

る情報提供等を行います。 

（健康福祉部障害福祉課） 

  ○ 病院や施設を退院・退所した人など、対象となる者が限定されており、確保可能な事

業所数が限られることから、市町村の協議会や圏域障害者自立支援推進会議等を通じ

て、サービスが不足する地域を把握するとともに、広域的な見地で事業所の確保に努め

ます。 

（健康福祉部障害福祉課） 

 

 

④ 日中活動系サービス（就労系サービス） 

 

  ア 提供サービスの概要 

   

  項  目  備     考 

 就労移行支援 

就職を希望する人に、生産活動等の活動の機会を通じて、就労

に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練等を行うサー

ビス 

 就労継続支援（Ａ型） 

通常の事業所に雇用されることが困難な人に就労の機会を提

供するとともに、生産活動その他の活動の機会を通じて、知識及

び能力の向上のために必要な訓練等を行う、一般雇用に近い形態

のサービス 

 就労継続支援（Ｂ型） 

通常の事業所に雇用されることが困難な人に就労の機会を提

供するとともに、生産活動その他の活動の機会を通じて、知識及

び能力の向上のために必要な訓練等を行う、従来の福祉的就労

（障害者授産施設）に近い形態のサービス 

 

 就労定着支援 

就労移行支援等の利用を経て一般就労し、就労に伴う環境変化

により生活面の課題が生じている方に対し、その就労先企業や関

係機関等との連絡調整及び課題解決に向けた支援等を行うサー

ビス 
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  イ サービス見込量 

 

 第５期計画 第６期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

就労移行支援 
人分 400 460 490 524 

人日分 6,322 7,614 8,138 8,808 

就労継続支援（A型） 
人分 2,561 2,684 2,797 2,916 

人日分 50,137 54,757 56,667 58,736 

就労継続支援（B型） 
人分 3,696 3,894 4,108 4,329 

人日分 67,315 73,564 77,304 81,062 

就労定着支援 人分 117 143 225 263 

      

  ウ 見込量確保と質の向上のための方策 

 

  ○ 市町村と協働し、地域のニーズに応じたサービスが確保されるよう、事業者に対す

る情報提供等を行います。 

（健康福祉部障害福祉課） 

  ○ 就労移行支援事業については、標準的な利用期間の定めがあり、一定期間以上の継続

的な利用が制限されています。このため、経営上、大人数の定員設定が難しいことから、

既存の就労系サービス事業所に対して、多機能型による事業運営について提案します。 

（健康福祉部障害福祉課） 

○ サービス提供の現場において支援プロセスの管理、支援に携わる従業者への指導・助

言等を行うサービス管理責任者に対し、サービスを提供するうえでの必要な知識や理

解を深めるための研修を実施し、支援の質の向上を図ります。 

（健康福祉部障害福祉課） 

 

 
⑤ 日中活動系サービス（療養介護） 

 

  ア 提供サービスの概要 

   

 項  目  備     考 

 療養介護 

常時医療を要する障がいのある人であって常時介護を要する

人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、医学的管理下

における介護及び日常生活の世話を行うサービス 
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  イ サービス見込量 

 第５期計画 第６期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

療養介護 人分 210 215 218 223 

 

  ウ 見込量確保と質の向上のための方策 

○ 県立希望が丘こども医療福祉センター、岐阜県総合医療センター重症心身障がい児施設

すこやかと、国立病院機構長良医療センターとの連携・役割分担により、医療的ケアが必

要な障がい児者の入所需要に対応するとともに、今後 18 歳以上の医療的ケアが必要な障

がい者の入所需要の増加が見込まれることから、療養介護施設の整備に向けた検討を進め

ます。 

（健康福祉部障害福祉課） 

（健康福祉部医療福祉連携推進課） 

  ○ 障がい児者医療を支える医療人材を育成するため、医療的ケアが必要な障がい児者

の医療や看護等に必要となる知識・技術に関する専門的な研修を実施します。 

（健康福祉部障害福祉課） 

（健康福祉部医療福祉連携推進課） 

 

 

⑥ 日中活動系サービス（短期入所） 

 

  ア 提供サービスの概要 

   

 項   目  備     考 

 福祉型短期入所 

病気などで家族・保護者等による介護が受けられない等の理由

により、一時的な期間での障害者支援施設等への宿泊を伴う入

所・介護のサービス 

 

 

 

 医療型短期入所 

病気などで家族・保護者等による介護が受けられない等の理由

により、一時的な期間での医療機関への宿泊を伴う入所・介護の

サービス 
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  イ サービス見込量 

 第５期計画 第６期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

短期入所（福祉型） 
人分 680 794 860 928 

人日分 4,150 4,965 5,321 5,669 

短期入所（医療型） 
人分 191 228 251 269 

人日分 852 1,065 1,155 1,226 

 
  ウ 見込量確保と質の向上のための方策 

○ 日常的に医療的ケアを必要とする障がい児者（医療的ケア児等）の家族が、身近な地域

で安心してレスパイトサービスが利用できるよう、医療・福祉人材の育成・確保や事業所

への運営支援等を通じて、医療型短期入所事業を実施する医療機関の増加を図ります。 

（健康福祉部障害福祉課） 

（健康福祉部医療福祉連携推進課） 

○ 医療的ケアの実態に対応した短期入所の報酬単価の設定を必要に応じ国へ要望する

とともに、引き続き受け入れ拡大につながる支援策を実施していきます。 

（健康福祉部障害福祉課） 

（健康福祉部医療福祉連携推進課） 

 
 
⑦ 居住系サービス 
 

  ア 提供サービスの概要 

   

 項  目  備     考 

施設入所支援 
常時介護を要する障害支援区分４以上（50 歳以上は障害支援区

分３以上）の人に主として夜間において、障害者支援施設等で入

浴、排泄又は食事の介護、創作的活動又は生産活動の機会を提供す

るサービス 

共同生活援助 

（グループホーム） 

共同生活を行う住宅で、相談や日常生活上の援助、介護を行うサ

ービス 

 自立生活援助 

 

定期的に居宅を訪問し、家事や体調に変化がないか、必要な助言

を行うとともに、利用者からの相談や要請があった際には、訪問等

による対応を行うサービス 
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  イ サービス見込量 

 第５期計画 第６期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

施設入所支援 人分 2,284 2,284 2,284 2,284 

共同生活援助 人分 1,477 1,578 1,678 1,783 

自立生活援助 人分 1 24 32 39 

  （注）施設入所支援のサービス見込量は、目標値や県内の向こう３年間の待機者数を踏まえて 

算出したため、各圏域の合計とは異なる。 

 

  ウ 見込量確保と質の向上のための方策 

 

○ 地域で暮らすための住まいの場として、グループホームの整備を国の補助制度を活用す

るなどして促進し、施設入所者や入院患者が地域生活に移行できるようにするとともに、

同居している介護者の高齢化等も視野に入れた、在宅からの移行に対応する観点からも整

備を推進します。また、障がいの程度の重い方や発達障がいの方の入居ニーズにも対応で

きるグループホームの整備を推進します。 

（健康福祉部障害福祉課） 

○ 自宅あるいは施設からグループホームへの移行については、グループホームへの理解が

未だ深まっていないことで進まないことも考えられることから、グループホームが、外部

サービスを利用しながら自立した自分らしい生活を送ることが期待できる場であること

がわかるような事例集を作成し、市町村と連携して啓発を行います。 

（健康福祉部障害福祉課） 

○ グループホームの整備については、地域住民の理解が得られないこと等により滞るケー

スもあることから、グループホームの開設に係る手引書を作成し、整備に向けて必要とな

る準備等をあらかじめ示すことで、着実な整備を促進します。 

（健康福祉部障害福祉課） 

○ 障がい者の地域生活を支えるために、居住支援機能と地域支援機能を持った地域生活支

援拠点等が圏域ごとに整備されるよう、引き続き促進します。 

そのために、相談支援特別アドバイザー、圏域サポーターを市町村等に派遣し、整備に

向けた助言を行うとともに、各圏域の障害者自立支援推進会議において、地域の関係機関

の調整を行います。 

（健康福祉部障害福祉課） 

○ 既に整備されている地域生活支援拠点等については、年１回以上、整備後の拠点等が地

域のニーズ・課題に応えられているかを検証し、改めて必要な機能の確保について検討す

るよう、整備主体である市町村に促します。 

（健康福祉部障害福祉課） 

○ 地域生活支援拠点等の整備・運用に係る関係者の情報交換の場を設け、各拠点等の運用

状況、課題等についての様々な情報をお互いに交換することで、各拠点等の機能のさらな

る充実、強化に繋げられるようにします。 

（健康福祉部障害福祉課） 
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⑧ 相談支援 

 

  ア 提供サービスの概要 

   

 項  目  備     考 

 計画相談支援 支給決定前のサービス等利用計画案及び支給決定後の計画の

作成、一定の期間後にサービス等の利用状況の検証を行い計画の

見直しを行うサービス 

 地域移行支援 住居の確保その他の地域における生活に移行するための活動

に関する相談その他の便宜を提供するサービス 

 地域定着支援 常時の連絡体制を確保し、障がいの特性に起因して生じた緊急

の事態等に相談その他の便宜を提供するサービス 

 

  イ サービス見込量 
 

 第５期計画 第６期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

計画相談支援 人分 3,743 3,905 4,030 4,151 

地域移行支援 人分 7 23 33 42 

地域定着支援 人分 5 25 31 38 

 

 

  ウ 見込量確保と質の向上のための方策 

 

  ○ 市町村において総合的な相談支援業務や権利擁護・地域移行等の施策を担う基幹相

談支援センターの設置を促進します。 

    また、設置済みとなっている市町村に対しても、その機能の充実・強化が図られるよ

う、働きかけます。 

（健康福祉部障害福祉課） 

  ○ 相談支援従事者研修において、意思決定支援への配慮、高齢障がい者への対応やサー

ビス等利用計画の質の向上等を踏まえた質の高いケアマネジメントを含む地域を基盤

としたソーシャルワークを実践できる相談支援専門員を養成します。 

  （健康福祉部障害福祉課） 

○ 主任相談支援従事者養成研修の実施により、市町村と連携しながら、地域づくり、人

材育成、困難事例への対応等、相談支援に関して地域の指導的な役割を担う人材となる

主任相談支援専門員を養成します。 

  （健康福祉部障害福祉課） 
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（２）圏域ごとの障害福祉サービス等の見込量について 

 

 市町村障害福祉計画における障害福祉サービス等の見込量を圏域ごとに集計したものを次

のとおり定めます。 

なお、県では、市町村ごとの障害福祉サービス等の見込量を合計したうえで、サービスの種

類ごとに精査・調整を行い、サービス見込量を定めていることから、ここでの県合計の数値は、

（１）に示した県のサービス見込量とは一部異なっております。 

 

① 岐阜圏域 

○訪問系サービス 第５期計画 第６期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

居宅介護 
人分 836 867 896 927 

時間分 13,567 14,188 14,660 15,144 

重度訪問介護 
人分 22 27 29 32 

時間分 4,106 4,938 5,377 5,673 

同行援護 
人分 110 116 119 123 

時間分 2,240 2,435 2,523 2,612 

行動援護 
人分 40 46 55 66 

時間分 632 708 850 1,027 

重度障害者等包括支援 
人分 0 2 3 3 

時間分 0 204 216 216 
      
      

○日中活動系サービス 第５期計画 第６期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

生活介護 
人分 1,747 1,790 1,830 1,869 

人日分 32,884 33,966 34,744 35,526 

自立訓練（機能訓練） 
人分 1 4 4 6 

人日分 21 71 71 100 

自立訓練（生活訓練） 
人分 77 90 96 104 

人日分 1,290 1,584 1,687 1,835 

就労移行支援 
人分 167 184 194 205 

人日分 2,601 2,833 3,022 3,209 

就労継続支援（A型） 
人分 1,167 1,201 1,236 1,274 

人日分 22,679 23,412 24,052 24,730 

就労継続支援（B型） 
人分 1,387 1,476 1,556 1,640 

人日分 24,228 26,011 27,465 29,024 

就労定着支援 人分 61 75 87 101 
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療養介護 人分 76 78 79 81 

短期入所（福祉型） 
人分 230 251 272 299 

人日分 931 1,025 1,134 1,255 

短期入所（医療型） 
人分 108 123 137 150 

人日分 410 514 575 631 

 

 
     

○居住系サービス 第５期計画 第６期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

施設入所支援 人分 789 786 785 778 

共同生活援助 人分 567 591 625 659 

自立生活援助 人分 0 5 7 10 
      
      

○相談支援 第５期計画 第６期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

計画相談支援 人分 1,435 1,523 1,576 1,632 

地域移行支援 人分 2 7 9 12 

地域定着支援 人分 0 7 7 9 

 
 
 
② 西濃圏域 
 

○訪問系サービス 第５期計画 第６期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

居宅介護 
人分 293 307 314 323 

時間分 4,604 5,191 5,308 5,407 

重度訪問介護 
人分 10 13 14 16 

時間分 2,184 2,688 2,946 3,084 

同行援護 
人分 31 42 43 48 

時間分 367 574 588 650 

行動援護 
人分 42 56 59 65 

時間分 933 1,159 1,189 1,553 

重度障害者等包括支援 
人分 0 1 1 2 

時間分 0 20 20 50 
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○日中活動系サービス 第５期計画 第６期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

生活介護 
人分 919 945 962 980 

人日分 24,736 30,988 31,540 32,041 

自立訓練（機能訓練） 
人分 0 3 3 4 

人日分 0 68 68 88 

自立訓練（生活訓練） 
人分 13 21 23 27 

人日分 209 469 501 555 

就労移行支援 
人分 69 81 88 96 

人日分 1,381 1,991 2,099 2,316 

就労継続支援（A型） 
人分 333 358 373 391 

人日分 7,935 10,444 10,689 11,076 

就労継続支援（B型） 
人分 662 674 711 752 

人日分 17,501 20,388 21,207 22,073 

就労定着支援 人分 9 13 24 30 

療養介護 人分 41 43 44 45 

短期入所（福祉型） 
人分 130 156 168 180 

人日分 1,104 1,554 1,599 1,643 

短期入所（医療型） 
人分 8 15 19 23 

人日分 23 58 71 86 

 

 
     

○居住系サービス 第５期計画 第６期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

施設入所支援 人分 330 329 324 317 

共同生活援助 人分 264 279 295 314 

自立生活援助 人分 0 7 9 13 
      
      

○相談支援 第５期計画 第６期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

計画相談支援 人分 814 863 881 898 

地域移行支援 人分 3 9 10 11 

地域定着支援 人分 1 8 8 9 
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③ 中濃圏域 

○訪問系サービス 第５期計画 第６期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

居宅介護 
人分 249 278 292 306 

時間分 2,896 3,169 3,279 3,412 

重度訪問介護 
人分 7 10 11 11 

時間分 43 151 161 161 

同行援護 
人分 32 35 38 41 

時間分 329 379 384 398 

行動援護 
人分 10 14 14 14 

時間分 154 174 176 179 

重度障害者等包括支援 
人分 0 0 0 0 

時間分 0 0 0 0 
      
      

○日中活動系サービス 第５期計画 第６期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

生活介護 
人分 983 1,015 1,037 1,050 

人日分 19,050 19,913 20,140 20,393 

自立訓練（機能訓練） 
人分 2 1 3 3 

人日分 12 20 62 62 

自立訓練（生活訓練） 
人分 39 43 47 50 

人日分 392 480 533 587 

就労移行支援 
人分 65 77 79 82 

人日分 629 764 791 841 

就労継続支援（A型） 
人分 537 588 633 680 

人日分 9,134 9,972 10,630 11,325 

就労継続支援（B型） 
人分 641 674 723 774 

人日分 9,479 10,185 10,832 11,514 

就労定着支援 人分 20 26 41 48 

療養介護 人分 38 38 39 40 

短期入所（福祉型） 
人分 185 209 222 234 

人日分 1,150 1,233 1,331 1,421 

短期入所（医療型） 
人分 61 69 69 68 

人日分 342 392 392 390 
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○居住系サービス 第５期計画 第６期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

施設入所支援 人分 459 455 452 447 

共同生活援助 人分 276 305 320 336 

自立生活援助 人分 1 3 4 4 
      
      

○相談支援 第５期計画 第６期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

計画相談支援 人分 561 557 592 623 

地域移行支援 人分 2 4 7 10 

地域定着支援 人分 4 8 11 14 

 

 

 

④ 東濃圏域 
 

○訪問系サービス 第５期計画 第６期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

居宅介護 
人分 239 246 255 262 

時間分 2,995 3,075 3,188 3,302 

重度訪問介護 
人分 8 9 9 9 

時間分 3,121 3,230 3,250 3,250 

同行援護 
人分 33 37 39 41 

時間分 318 338 353 369 

行動援護 
人分 7 8 9 9 

時間分 69 86 96 96 

重度障害者等包括支援 
人分 0 0 0 0 

時間分 0 0 0 0 
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○日中活動系サービス 第５期計画 第６期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

生活介護 
人分 780 799 807 817 

人日分 15,320 15,746 15,991 16,257 

自立訓練（機能訓練） 
人分 0 1 1 1 

人日分 0 20 20 20 

自立訓練（生活訓練） 
人分 27 30 31 33 

人日分 494 511 529 564 

就労移行支援 
人分 61 73 84 94 

人日分 1,098 1,283 1,464 1,647 

就労継続支援（A型） 
人分 392 404 420 434 

人日分 7,749 8,094 8,418 8,684 

就労継続支援（B型） 
人分 670 725 762 791 

人日分 11,021 11,645 12,218 12,622 

就労定着支援 人分 23 26 43 52 

療養介護 人分 26 27 27 27 

短期入所（福祉型） 
人分 92 112 127 143 

人日分 651 713 788 876 

短期入所（医療型） 
人分 12 14 18 20 

人日分 65 73 86 88 

 

 
     

○居住系サービス 第５期計画 第６期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

施設入所支援 人分 449 452 451 450 

共同生活援助 人分 244 270 293 317 

自立生活援助 人分 0 6 6 6 
      
      

○相談支援 第５期計画 第６期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

計画相談支援 人分 574 593 613 629 

地域移行支援 人分 0 2 3 3 

地域定着支援 人分 0 2 3 3 
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⑤ 飛騨圏域 
 

○訪問系サービス 第５期計画 第６期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

居宅介護 
人分 229 242 244 246 

時間分 2,489 2,700 2,760 2,820 

重度訪問介護 
人分 2 5 5 5 

時間分 8 81 81 81 

同行援護 
人分 29 36 37 37 

時間分 160 350 355 360 

行動援護 
人分 6 7 8 9 

時間分 118 140 150 160 

重度障害者等包括支援 
人分 0 0 1 1 

時間分 0 0 15 15 
      
      

○日中活動系サービス 第５期計画 第６期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

生活介護 
人分 459 458 460 468 

人日分 8,973 9,020 9,064 9,225 

自立訓練（機能訓練） 
人分 5 6 6 6 

人日分 45 45 45 50 

自立訓練（生活訓練） 
人分 34 39 43 45 

人日分 442 490 520 535 

就労移行支援 
人分 38 45 45 47 

人日分 613 743 762 795 

就労継続支援（A型） 
人分 132 133 135 137 

人日分 2,640 2,835 2,878 2,921 

就労継続支援（B型） 
人分 336 345 356 372 

人日分 5,086 5,335 5,582 5,829 

就労定着支援 人分 4 3 30 32 

療養介護 人分 29 29 29 30 

短期入所（福祉型） 
人分 43 66 71 72 

人日分 314 440 469 474 

短期入所（医療型） 
人分 2 7 8 8 

人日分 12 28 31 31 
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○居住系サービス 第５期計画 第６期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

施設入所支援 人分 257 266 266 266 

共同生活援助 人分 126 133 145 157 

自立生活援助 人分 0 3 6 6 
      
      

○相談支援 第５期計画 第６期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

計画相談支援 人分 359 369 368 369 

地域移行支援 人分 0 1 4 6 

地域定着支援 人分 0 0 2 3 

 

 

 

⑥ 県合計 
 

○訪問系サービス 第５期計画 第６期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

居宅介護 
人分 1,846 1,940 2,001 2,064 

時間分 26,551 28,323 29,195 30,085 

重度訪問介護 
人分 49 64 68 73 

時間分 9,462 11,088 11,815 12,249 

同行援護 
人分 235 266 276 290 

時間分 3,413 4,076 4,203 4,389 

行動援護 
人分 105 131 145 163 

時間分 1,906 2,267 2,461 3,015 

重度障害者等包括支援 
人分 0 3 5 6 

時間分 0 224 251 281 
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○日中活動系サービス 第５期計画 第６期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
２年度 ４年度 ５年度 

生活介護 
人分 4,888 5,007 5,096 5,184 

人日分 100,963 109,633 111,479 113,442 

自立訓練（機能訓練） 
人分 8 15 17 20 

人日分 78 224 266 320 

自立訓練（生活訓練） 
人分 190 223 240 259 

人日分 2,827 3,534 3,770 4,076 

就労移行支援 
人分 400 460 490 524 

人日分 6,322 7,614 8,138 8,808 

就労継続支援（A型） 
人分 2,561 2,684 2,797 2,916 

人日分 50,137 54,757 56,667 58,736 

就労継続支援（B型） 
人分 3,696 3,894 4,108 4,329 

人日分 67,315 73,564 77,304 81,062 

就労定着支援 人分 117 143 225 263 

療養介護 人分 210 215 218 223 

短期入所（福祉型） 
人分 680 794 860 928 

人日分 4,150 4,965 5,321 5,669 

短期入所（医療型） 
人分 191 228 251 269 

人日分 852 1,065 1,155 1,226 

      

○居住系サービス 第５期計画 第６期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

施設入所支援 人分 2,284 2,284 2,284 2,284 

共同生活援助 人分 1,477 1,578 1,678 1,783 

自立生活援助 人分 1 24 32 39 

 
      

○相談支援 第５期計画 第６期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

計画相談支援 人分 3,743 3,905 4,030 4,151 

地域移行支援 人分 7 23 33 42 

地域定着支援 人分 5 25 31 38 
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第６章 国の基本指針に即して定める「第２期障害児福祉計画」 

 

１ 計画の策定にあたって 

  

（１）計画の性格及び位置付け 

  障害児福祉計画は、児童福祉法第33条の22に基づき、国の定める「基本指針」（※）に即

し、市町村障害児福祉計画の達成に資するため、広域的な見地から障害児通所支援、障害児

入所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保に関する計画を定めるものです。 

  本県の障害児福祉計画は、障害者基本法に基づく障害者計画及び障害者総合支援法に基

づく障害福祉計画とともに、「岐阜県障がい者総合支援プラン」の一部として第１期計画（平

成30～令和２年度）を策定しており、第２期計画（令和３～５年度）においても、引き続き、

同プランの中に位置付けて策定します（第６章）。 

 

  ※  国の「基本指針」 

   根拠規定：児童福祉法第33条の19（基本指針） 

厚生労働大臣は、障害児通所支援、障害児入所支援及び障害児相談支援の提供体制を整備

し、障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針を定めるものとする。 

→ 指針の内容については、166～168ページに掲載 

 

（２）第２期計画の期間 
 

この計画の期間は、第６期障害福祉計画と同様、令和３年度から令和５年度までの３年間

とします。 

   

（３）障害保健福祉圏域の設定 

  第６期障害福祉計画と同様、障害児通所支援等の見込量等については、５つの障害保健福祉

圏域ごとに定めることとします。 

 

 （障害保健福祉圏域） 

 圏域名  区      域 

 岐阜圏域  岐阜市、羽島市、各務原市、山県市、瑞穂市、本巣市、羽島郡、本巣郡 

 西濃圏域  大垣市、海津市、養老郡、不破郡、安八郡、揖斐郡 

 中濃圏域  関市、美濃市、美濃加茂市、可児市、郡上市、加茂郡、可児郡 

 東濃圏域  多治見市、中津川市、瑞浪市、恵那市、土岐市 

 飛騨圏域  高山市、飛騨市、下呂市、大野郡 
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（４）計画の推進体制 

 第６期障害福祉計画と同様、目標等については、年に１回は実績を把握し、障がい児施策や

関連施策の動向を踏まえながら分析及び評価を行い、必要に応じて障害児福祉計画の見直しの

措置を講じます。 

 

 

①岐阜県障がい者総合支援懇話会等との協働 

第６期障害福祉計画と同様、障害児福祉計画を推進するために、「岐阜県障がい者総合

支援懇話会」等で意見を聴き、実践活動面で障害児福祉計画の推進に資するよう関係者間

の協働を図ります。 

 

②岐阜県障害者施策推進協議会への協議 
 

   第６期障害福祉計画と同様、障害児福祉計画の進捗状況等を「岐阜県障害者施策推進

協議会」に報告し、適切な進行管理と評価を行います。 

   また、障害児福祉計画を見直す場合は、県民に広く意見募集するとともに岐阜県障害者

施策推進協議会において、その内容を協議します。 

 
 

（５）障害児通所支援等の見込量の算出 
 

   第２期障害児福祉計画の目標年度である令和５年度における障害児通所支援等の見込量

は、市町村の報告数値を基礎として、これまでの実績を踏まえ、算出しました。 

 

①市町村との調整 

   市町村は障害児通所支援等の見込量や目標数値等について、これまでの実績を踏まえ、

各種調査や有識者会議等を実施したうえで計画数値を見込んでいます。 

     県においては市町村ごとの障害児通所支援等の見込量を合計したうえで、種類ごとに

精査・調整を行い、見込量を定めました。 
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２ 数値（成果）目標 

 

（１）令和５年度の数値（成果）目標の設定 

   

国の基本指針では、①障害児支援の提供体制の整備等について、地域の実情を踏まえ、令

和５年度の数値（成果）目標を設定することとされています。 

  本計画では、国の基本指針を踏まえ、令和５年度の数値目標を次のとおり設定します。 

 

① 障害児支援の提供体制の整備等 
 

 ア 数値目標の設定 
 

  【国の基本指針】 

・令和５年度末までに、児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１ヵ所以上設置 

することを基本として、地域の実情を踏まえて設定（困難な場合は、圏域での設置で 

あっても差し支えない）。 

・令和５年度末までに、全ての市町村において、保育所等訪問支援を利用できる体制を 

構築することを基本として、地域の実情を踏まえて設定。 

・令和５年度末までに、県において、難聴児支援のための中核的機能を有する体制を確 

保する。 

・令和５年度末までに、主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後 

等デイサービス事業所を各市町村に少なくとも１ヵ所以上確保することを基本とし地 

域の実情に応じて設置（困難な場合は、圏域での確保であっても差し支えない）。 

・令和５年度末までに、医療的ケア児が適切な支援を受けられるよう、各都道府県、各 

圏域及び各市町村において、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等が連 

携を図るための協議の場を設置するとともに、医療的ケア児等に関するコーディネー 

ターを配置することを基本として、地域の実情を踏まえて設定（市町村単独での設置 

が困難な場合は、都道府県が関与した上で圏域での設置であっても差し支えない）。 

 

▼ 
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  【県の数値目標】 

・令和５年度末までに、圏域ごとに、児童発達支援センターを設置することを目指しま 

す。 

・令和５年度末までに、全ての市町村において、保育所等訪問支援を利用できる体制を 

構築することを目指します。 

・令和５年度末までに、難聴児支援のための中核的機能を有する体制を確保することを 

目指します。 

・令和５年度末までに、圏域ごとに、主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事 

 業所及び放課後等デイサービス事業所を確保することを目指します。 

・令和５年度末までに、県、圏域及び各市町村（圏域での設置を含む）において、医療 

的ケア児が適切な支援を受けられるよう協議の場を設置するとともに、医療的ケア児 

等に関するコーディネーターを配置することを目指します。 

 

 

 【数値目標の積算】   

項   目 令和元年度実績 令和５年度目標 
① 【目標値】 

圏域ごとに、児童発達支援センターを設置 
３圏域 圏域ごとに設置 

② 【目標値】 

全ての市町村において、保育所等訪問支援を

利用できる体制を構築 

18市町村 42市町村 

③ 【目標値】 
県において、難聴児支援のための中核的機

能を有する体制を構築 
― １か所 

④ 【目標値】 

圏域ごとに、主に重症心身障がい児を支援す

る児童発達支援事業所を確保 

３圏域 圏域ごとに確保 

⑤ 【目標値】 

圏域ごとに、主に重症心身障がい児を支援す

る放課後等デイサービス事業所を確保 

４圏域 圏域ごとに確保 

 

項   目 設置主体 令和元年度実績 令和5年度目標 備考 

⑥ 【目標値】 

医療的ケア児支援の

ための関係機関の協

議の場の設置 

県 １ヵ所 １ヵ所  

圏域 ５圏域 ５圏域  

市町村 

（圏域での設置を含む） 
14市町村 42市町村 

困難な場合は圏域
での設置でも差し
支えない。 
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イ 数値目標設定の考え方 

○ 児童発達支援センターを中核とした重層的な地域支援体制の構築を目指すため、

各圏域に１ヵ所以上、児童発達支援センターの設置を目標とします。 

○ 障がい児の地域社会への参加、包容を推進するため、全ての市町村において、保育

所等訪問支援を利用できる体制を構築することを目標とします。 

○ 聴覚障がい児を含む難聴児が適切な支援を受けられるようにするため、県におい

て、難聴児支援のための中核的機能を有する体制を確保することを目標とします。 

○ 重症心身障がい児が身近な地域で支援を受けられるように、各圏域に１ヵ所以上、

主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事

業所を確保することを目標とします。 

○ 医療的ケア児が適切な支援を受けられるよう、県、各圏域、各市町村それぞれにお

いて、保健・医療・障害福祉・保育・教育等の関係機関等が連携を図るための協議の

場を設置するとともに、医療的ケア児等に関するコーディネーターを配置すること

を目標とします。 

 

 

ウ 指定障害児入所施設の必要定員総数の設定 
 

○ 国の基本指針では、各年度の指定障害児入所施設の必要入所定員総数を定めること

とされているため、これまでの実績及び地域の実情を踏まえ、次のとおり設定します。 

 

【指定障害児入所施設の必要定員総数】 

 
区   分 

令和元年度 

（実績） 

令和２年度 

（見込） 

令和３年度 

(見込) 

 令和４年度 

（見込） 

 令和５年度 

（見込） 

障害児入所施設定員数 343人 343人 343人 343人 343人 

 

 

 

（２）令和５年度の活動指標の設定 

   

国の基本指針では、障害児通所支援等の提供体制の確保に係る目標を達成するため、活動

指標を令和５年度の活動指標を見込むことが適当であるとされています。 

  本計画では、国の基本指針を踏まえ、令和５年度の活動指標及び見込量を次のとおり設定

します。 
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【医療的ケア児に対する支援 活動指標】 

事 項 
令和元年度

実績 

令和５年度

見込 

(1)医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネー

ターの配置人数 
17 人 60 人 

 

【発達障がい者等に対する支援 活動指標】（再掲） 

事 項 
令和元年度

実績 

令和５年度

見込 

(1)発達障害者支援地域協議会の開催回数 2 回 2 回 

(2)発達障害者支援センターによる相談支援件数  3,043 件 3,050 件 

(3)発達障害者支援センターの関係機関への助言件数 9 件 10 件 

(4)発達障害者地域支援マネジャーの関係機関への助言件数 1,214 件 1,250 件 

(5)発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの

外部機関や地域住民への研修、啓発件数 
243 件 250 件 

(6)ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の支援プロ

グラム等の受講者数 
85 人 194 人 

(7)ペアレントメンターの人数 27 人 32 人 

(8)ピアサポートの活動への参加人数 360 人 449 人 

 

また、国の基本指針では、障がい児の子ども・子育て支援等の利用ニーズの把握及びその

提供体制の整備について示されています。 

  本計画では、国の基本指針を踏まえ、子ども・子育て支援等の利用を希望する障がい児が

希望に沿った利用ができるよう、障がい児の受入れに関する見込量を次のとおり設定しま

す。 

 

【障害児の受入れに関する見込量】 

種別 令和３年度見込 令和４年度見込 令和５年度見込 

保育所・認定こども園  1,231 人 1,277 人 1,291 人 

放課後児童健全育成事業 467 人 475 人 477 人 
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３ 障害児通所支援等の見込量と確保策等 

 

（１）障害児通所支援等の見込量と確保策等 

 

 国の基本指針では、都道府県障害児福祉計画の作成に関する事項として、区域ごとの各年

度の障害児通所支援等の種類ごとの必要な量の見込み及びその見込量の確保のための方策及

びその質の向上のために講ずる措置を定めることとされています。 

 本計画においては、令和２年度までの障害児通所支援等の実績（見込）を踏まえ、令和３年

度～５年度のサービス見込量を定めるとともに、その確保及び質の向上に関する方策を定め

ました。 

 今後は、この方策に基づき、県と市町村が協働して、障害児通所支援等の計画的かつ着実な

整備を進めていきます。また、整備に当たっては、サービス提供事業者に働きかけを行うとと

もに、サービスの質の向上につながる支援を行います。 

  なお、サービス見込量は、各市町村におけるサービス見込量を基に積算しています。 

 

 ① 障害児通所支援 
 

ア 提供サービスの概要 

   

  項   目  備     考 

 児童発達支援 
通所による日常生活における基本的な動作の指導、集団生

活への適応訓練等を行う支援 

 医療型児童発達支援 
治療及び通所による日常生活における基本的な動作の指

導、集団生活への適応訓練等を行う支援 

 放課後等デイサービス 
通所による社会との交流の促進の支援や生活能力の向上の

ための訓練等を行う支援 

 保育所等訪問支援 
保育所等を訪問し、集団生活への適応のための専門的な支

援を行う支援 

 居宅訪問型児童発達支援 
居宅を訪問し、日常生活における基本的な動作の指導、集団

生活への適応訓練等を行う支援 
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  イ サービス見込量 

 第１期計画 第２期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

児童発達支援 人分 3,449 3,762 3,856 3,951 

 人日分 17,494 20,154 21,014 21,913 

医療型児童発達支援 人分 99 116 123 130 

 人日分 576 705 733 762 

放課後等デイサービス 人分 3,983 4,185 4,397 4,603 

 人日分 47,276 52,671 55,612 58,589 

保育所等訪問支援 人分 129 193 201 221 

 人日分 210 294 318 380 

居宅訪問型児童発達支援 人分 4 17 20 26 

 人日分 36 130 143 164 

 

 

 ウ 見込量確保と質の向上のための方策 

 

○ 市町村による障がい児の療育支援体制の確保のため、市町村や児童発達支援事業所等

のニーズに応じ、県立希望が丘こども医療福祉センターの医師等の医療従事者や作業療

法士等の派遣、関係職員の専門研修により、関係機関の障がい児支援技術の向上等を図り

ます。 

（健康福祉部障害福祉課） 

（健康福祉部医療福祉連携推進課） 

○ 発達障がい児に対する地域支援機能を強化するため、各圏域に設置している「圏域発達

障がい支援センター」により、児童発達支援事業所、放課後等デイサービス事業所等に対

し、研修、連絡調整、助言等を行います。 

（健康福祉部子育て支援課） 

（健康福祉部障害福祉課） 

○ 就学時及び卒業時における支援体制の円滑な移行、学校と障害児通所支援事業所等の緊密

な連携等を図るべく、県・市町村内で障がい児支援担当部局と教育委員会との連携体制を確

保します。 

（健康福祉部障害福祉課） 

（教育委員会特別支援教育課） 

○ 国が定める「放課後等デイサービスガイドライン」「児童発達支援ガイドライン」の周知

徹底、児童発達支援管理責任者を対象とする圏域研修、発達障がいに関する研修の実施や関

係団体・事業所との連携の促進等により、支援の質の向上を図ります。 

（健康福祉部障害福祉課） 
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② 障害児入所支援 

 

ア 提供サービスの概要 

   

  項   目  備     考 

福祉型障害児入所支援 
 入所による保護、日常生活の指導及び独立自活に必要な知識

技能の付与を行うサービス 

 医療型障害児入所支援 
入所による保護、日常生活の指導及び独立自活に必要な知識

技能の付与及び治療を行うサービス 

 

  イ サービス見込量 

 第１期計画 第２期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

福祉型障害児入所支援 人分 62 62 62 62 

医療型障害児入所支援 人分 40 40 40 40 

 

 

  ウ 見込量確保と質の向上のための方策 

 

○ 福祉型障害児入所支援は、障がい児に対する発達支援、自立支援、社会的養護等の機

能を有する地域のセーフティーネットとしての役割があり、本県においては、２施設

においてそれが担われているところです。今後も、国の施策を注視しながら、必要なセ

ーフティーネットの維持を図ってまいります。 

また、県、市町村、施設、学校、相談支援事業所及び障害福祉サービス事業所等の関

係機関の連携により、入所している児童が１８歳以降も適切な場所で適切な支援を受

けることができるようにすることで、支援の質の向上を図ってまいります。 

（健康福祉部障害福祉課） 

○ 医療型障害児入所施設「県立希望が丘こども医療福祉センター」や、「岐阜県総合医

療センター重症心身障がい児施設すこやか」、「国立病院機構長良医療センター」との

連携・役割分担により医療的ケアを必要とする障がい児（医療的ケア児等）の入所ニー

ズに対応します。 

（健康福祉部障害福祉課） 

（健康福祉部医療福祉連携推進課） 
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③ 障害児相談支援 

 

ア 提供サービスの概要 

   

 項  目  備     考 

 障害児相談支援 

So 

支給決定前の障害児支援利用計画案及び支給決定後の計画の

作成、一定の期間後にサービス等の利用状況の検証を行い計画の

見直しを行うサービス 

 

 

  イ サービス見込量 

  第１期計画 第２期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

障害児相談支援 人分 1,987 2,290 2,407 2,527 

 

 

  ウ 見込量確保と質の向上のための方策 

 

○ 相談支援従事者研修において、意思決定支援への配慮、高齢障がい者への対応やサー

ビス等利用計画の質の向上等を踏まえた質の高いケアマネジメントを含む地域を基盤

としたソーシャルワークを実践できる相談支援専門員を養成します。 

  （健康福祉部障害福祉課） 

○ 主任相談支援従事者養成研修の実施により、市町村と連携しながら、地域づくり、人

材育成、困難事例への対応等、相談支援に関して地域の指導的な役割を担う人材となる

主任相談支援専門員を養成します。 

  （健康福祉部障害福祉課） 
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（２）圏域ごとの障害児通所支援等の見込量について 
 
 市町村障害児福祉計画における障害児通所支援等の見込量を圏域ごとに集計したものを次

のとおり定めます。 
 
① 岐阜圏域 
○障害児通所、障害児入所、障害

児相談支援 
 第１期計画 第２期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

児童発達支援 
人分 911 1,023 1,086 1,156 

人日分 6,197 6,798 7,458 8,205 

医療型児童発達支援 
人分 88 101 107 113 

人日分 522 617 644 668 

放課後等デイサービス 
人分 1,768 1,881 2,005 2,134 

人日分 21,051 22,843 24,630 26,493 

保育所等訪問支援 
人分 67 76 80 85 

人日分 121 138 149 174 

居宅訪問型児童発達支援 
人分 2 6 7 9 

人日分 31 80 88 95 

福祉型障害児入所支援 人分 28 28 28 28 

医療型障害児入所支援 人分 24 24 24 24 

障害児相談支援 人分 694 836 894 957 

 

② 西濃圏域 
○障害児通所、障害児入所、障害

児相談支援 
 第１期計画 第２期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

児童発達支援 
人分 805 865 876 886 

人日分 4,867 6,172 6,306 6,419 

医療型児童発達支援 
人分 7 8 8 9 

人日分 39 45 45 50 

放課後等デイサービス 
人分 522 538 554 569 

人日分 10,189 12,755 13,114 13,442 

保育所等訪問支援 
人分 4 8 8 12 

人日分 7 13 15 26 

居宅訪問型児童発達支援 
人分 0 6 6 8 

人日分 0 30 30 38 

福祉型障害児入所支援 人分 7 7 7 7 

医療型障害児入所支援 人分 2 2 2 2 

障害児相談支援 人分 542 578 600 622 
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③ 中濃圏域 

 

○障害児通所、障害児入所、障害

児相談支援 
 第１期計画 第２期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

児童発達支援 
人分 710 754 762 771 

人日分 2,338 2,599 2,621 2,644 

医療型児童発達支援 
人分 4 6 6 6 

人日分 15 42 42 42 

放課後等デイサービス 
人分 728 750 795 841 

人日分 7,551 7,987 8,540 9,126 

保育所等訪問支援 
人分 35 69 69 72 

人日分 45 81 81 90 

居宅訪問型児童発達支援 
人分 1 3 4 5 

人日分 1 12 15 20 

福祉型障害児入所支援 人分 6 6 6 6 

医療型障害児入所支援 人分 5 5 5 5 

障害児相談支援 人分 259 273 292 312 

 

 

④ 東濃圏域 
 

○障害児通所、障害児入所、障害

児相談支援 
 第１期計画 第２期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

児童発達支援 
人分 640 661 671 676 

人日分 2,441 2,567 2,601 2,612 

医療型児童発達支援 
人分 0 0 1 1 

人日分 0 0 1 1 

放課後等デイサービス 
人分 676 706 727 738 

人日分 5,961 6,386 6,588 6,711 

保育所等訪問支援 
人分 16 20 24 31 

人日分 27 38 49 62 

居宅訪問型児童発達支援 
人分 0 1 1 2 

人日分 0 4 4 5 

福祉型障害児入所支援 人分 10 10 10 10 

医療型障害児入所支援 人分 8 8 8 8 

障害児相談支援 人分 309 327 344 358 
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⑤ 飛騨圏域 

 

○障害児通所、障害児入所、障害

児相談支援 
 第１期計画 第２期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

児童発達支援 人分 383 459 461 462 
 人日分 1,651 2,018 2,028 2,033 

医療型児童発達支援 人分 0 1 1 1 

 人日分 0 1 1 1 

放課後等デイサービス 人分 289 310 316 321 

 人日分 2,524 2,700 2,740 2,817 

保育所等訪問支援 人分 7 20 20 21 

 人日分 10 24 24 28 

居宅訪問型児童発達支援 人分 1 1 2 2 
 人日分 4 4 6 6 

福祉型障害児入所支援 人分 11 11 11 11 

医療型障害児入所支援 人分 1 1 1 1 

障害児相談支援 人分 183 276 277 278 

 

⑥ 県合計 

 

○障害児通所、障害児入所、障害

児相談支援 
第１期計画  第２期計画 

項  目 単位 
令和２年度 

（実績見込） 
３年度 ４年度 ５年度 

児童発達支援 人分 3,449 3,762 3,856 3,951 
 人日分 17,494 20,154 21,014 21,913 

医療型児童発達支援 人分 99 116 123 130 

 人日分 576 705 733 762 

放課後等デイサービス 人分 3,983 4,185 4,397 4,603 

 人日分 47,276 52,671 55,612 58,589 

保育所等訪問支援 人分 129 193 201 221 
 人日分 210 294 318 380 

居宅訪問型児童発達支援 
人分 4 17 20 26 

人日分 36 130 143 164 

福祉型障害児入所支援 人分 62 62 62 62 

医療型障害児入所支援 人分 40 40 40 40 

障害児相談支援 人分 1,987 2,290 2,407 2,527 
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第７章 地域生活支援事業の実施に関する事項 
 

 

 地域生活支援事業は、相談支援、移動支援、コミュニケーション支援など、障がいのある人

たちが安心して自立した地域生活を営むことができるよう、地域の特性や利用者の状況に応

じ、市町村及び都道府県が主体となって実施するものです。 

 このうち、都道府県においては、特に専門性の高い相談支援事業や広域的な対応が必要な事

業、指導者育成事業などを実施することとされています。 

 本県では、専門性・広域の視点から、次のような地域生活支援事業を展開していきます。 

 

 

１ 県が行う地域生活支援事業の実施に関する事項 

 

（１）専門性の高い相談支援事業 
 

特に専門性の高い相談について、必要な情報の提供等の便宜を供与し、障がい者等が自立

した日常生活又は社会生活を営むことができるようにすることを目的としています。 

 

  ① 発達障害者支援センター運営事業 
 
    発達障害者支援センターは、発達障がい児者に対する支援を総合的に行う地域の拠

点として、発達障がいに関する各般の問題について発達障がい児者及びその家族から

の相談に応じ、適切な指導又は助言を行うとともに、関係施設及び関係機関との連携

強化等により、発達障がい児者に対する地域における総合的な支援体制の整備を推進

し、もって、これらの発達障がい児者及びその家族の福祉の向上を図ることを目的と

します。 

○ 発達障がい児者やその家族からの相談に応じるとともに、関係機関との連携強化によ

り地域の総合的な支援体制の整備を推進します。 

（健康福祉部障害福祉課） 

         

延べ利用見込み者数 

年 度 ３年度 ４年度 ５年度 

延べ利用見込み者数 3,050人 3,050人 3,050人 
 

 

 

 

  ② 高次脳機能障害支援普及事業 
  
    高次脳機能障がいに対する県全体の相談体制を強化し、医療関係者、県民及び市町

村職員等への普及・啓発を図ります。 

 



- 164 - 

 

  ○ 高次脳機能障害相談支援事業 

     相談体制を強化するため、支援拠点機関における相談を継続するとともに、身近な

地域において相談が可能となるよう、圏域ごとに設置したコーディネーターが引き

続き相談支援を行います。 

（健康福祉部保健医療課） 

  ○ 高次脳機能障害啓発･人材養成事業 

     高次脳機能障がいについては、普及・啓発を継続することで、徐々に認知されるよ

うになってきましたが、まだ社会的な理解が十分ではないため、さらに普及・啓発活

動及び研修会を継続していきます。 

（健康福祉部保健医療課） 

  ○ 地域連携型の支援システムの構築 

高次脳機能障がいに対する医療やリハビリテーションを身近な地域で受けること

ができるよう、圏域ごとに指定した協力医療機関と支援拠点病院が連携を強化してい

きます。さらに、安心して地域生活が送れるよう、圏域コーディネーターが所属する

地域支援協力機関や協力医療機関等連携病院（精神科病院）とも連携し、地域連携型

の支援システムの構築を推進します。 

（健康福祉部保健医療課） 

地域支援協力機関設置数（支援拠点病院を含む）・支援拠点機関等への相談件数見込み（延べ） 

年 度 ３年度 ４年度 ５年度 

地域支援協力機関設置数 ７ヵ所 ７ヵ所 ７ヵ所 

支援拠点機関等への相談件数見込み(延べ) 1,200件 1,200件 1,200件 

 

 
（２）専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成研修事業 
 

手話通訳者、要約筆記者、盲ろう者向け通訳・介助員を養成することにより、聴覚、言語

機能、音声機能等の障がいのため、意思疎通を図ることに支障がある障がい者等の自立した

日常生活又は社会生活を営むことができるようにすることを目的としています。 

 

  ① 手話通訳者・要約筆記者養成研修事業 
 

○ 身体障がい者福祉の概要や手話通訳又は要約筆記の役割・責務等について理解ができ、

手話通訳に必要な手話語彙、手話表現技術及び基本技術を習得した手話通訳者並びに要

約筆記に必要な要約技術及び基本技術を習得した要約筆記者を養成します。 

また、現任者に対するスキルアップ研修の実施により資質の向上を図ります。 

（健康福祉部障害福祉課） 

合格者数※ 

年 度 通訳・筆記 ３年度 ４年度 ５年度 

 

合格者数累計 

手話通訳者 30人 36人 42人 

要約筆記者（手書） 53人 57人 61人 

要約筆記者（PC） 26人 29人 32人 

  ※手話通訳者及び要約筆記者（手書・PC）は養成研修終了後、統一試験を受験し合格すること

で、手話通訳者・要約筆記者（手書・PC）となります。 
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② 盲ろう者向け通訳・介助員養成研修事業 

○ 盲ろう者の自立と社会参加を図るため、盲ろう者向け通訳・介助員を養成するとともに、

現任者に対するスキルアップ向上を図ります。 

（健康福祉部障害福祉課） 

実養成講習修了見込み者数 

年 度 ３年度 ４年度 ５年度 

実養成講習修了見込み者数 15人 15人 15人 

 
 

③ 失語症意思疎通支援養成事業 

○ 失語症者に対する意思疎通支援者を養成し、失語症者の社会参加を支援します。 

（健康福祉部障害福祉課） 

意思疎通支援者講習終了見込み者数 

年 度 ３年度 ４年度 ５年度 

講習修了見込み者数 18人 18人 18人 

 

 

 

（３）専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業 
   

 特に専門性の高い意思疎通支援を行う者を派遣する体制を整備することにより、広域的

な派遣や市町村での実施が困難な派遣等を可能とし、意思疎通を図ることが困難な障がい者

等が自立した日常生活又は社会生活を行うことができるようにすることを目的としていま

す。 

（健康福祉部障害福祉課） 

① 手話通訳者・要約筆記者派遣事業 
 
○ 聴覚障がい者の自立と社会参加を図るため、障がい福祉関係団体が主催又は共催する広

域的な行事に、手話通訳者又は要約筆記者を派遣します。 

 

実利用見込み件数 

年 度 通訳・筆記 ３年度 ４年度 ５年度 

 

実利用見込み件数 

手話通訳者 300件 300件 300件 

要約筆記者（手書） 60件 60件 60件 

要約筆記者（PC） 15件 15件 15件 

 

② 盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業 
 

○ 盲ろう者の自立と社会参加を図るため、コミュニケーション及び移動等の支援を行う盲

ろう者向け通訳・介助員を派遣します。 

（健康福祉部障害福祉課） 
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実利用見込み件数 

年 度 ３年度 ４年度 ５年度 

実利用見込み件数 650件 650件 650件 

 

 

③ 失語症意思疎通支援派遣事業 

 
〇 失語症者の自立と社会参加を図るため、コミュニケーションの確保及び外出等の支援を

行う意思疎通支援者を派遣します。 

（健康福祉部障害福祉課） 

 実利用見込み件数 

年 度 ３年度 ４年度 ５年度 

実利用見込み件数 150件 300件 450件 

 

 

（４）意思疎通支援を行う者の派遣に係る市町村相互間の連絡調整事業 

手話通訳者、要約筆記者の派遣に係る市町村相互間の連絡調整体制を整備することに

より、広域的な派遣を円滑に実施し、聴覚障がい者等が自立した日常生活又は社会生活を

行うことができるようにすることを目的としています。 

○ 市町村域又は都道府県域を越えた広域的な派遣を円滑に実施するため、市町村間で

は派遣調整ができない場合には、県が市町村間の派遣調整を行います。 

（健康福祉部障害福祉課） 

 

 

（５）広域的な支援事業 
 

  ① 圏域相談支援体制整備事業 

     圏域ごとに相談支援等に関する特別アドバイザー及び圏域サポーターを配置し、市

町村における障がい者相談支援体制の構築に向けて必要な支援を行うとともに、広域

的・専門的な相談支援を行っております。 

    

○ 市町村の協議会の運営の活性化と基幹相談支援センターの設置に向けた支援によ

り、相談支援体制の整備を図るため、各圏域に１人（岐阜圏域は２人）の特別アドバ

イザー及び同人数の圏域サポーターを設置しております。 

（健康福祉部障害福祉課） 
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② 精神障害者地域移行・地域生活支援事業 

精神障がい者が住み慣れた地域を拠点とし、本人の意向に即して、本人が充実した

生活を送ることができるよう、統合失調症を始めとする入院患者の減少及び地域生活

への移行に向けた支援並びに地域生活を継続するための支援を推進します。 

県では、精神障がい者の視点を重視した支援を充実する観点や、精神障がい者が自

らの疾患や病状について正しく理解することを促す観点から、ピアサポーター（※）

の積極な活用に努めます。 
 

※ピアサポーターとは 

 ピアサポート（精神障がいの当事者（経験者）として、自身の精神疾患や病状等の経験を通じて同

じ障がいを持つ方に対して支援）を行う人。ピアサポーターは、精神障がい者の相談や地域交流・自

己啓発などの社会参加活動を支援する。 

 

○ ピアサポーターの活用により、当事者の視点やリカバリーの経験を踏まえた働きかけ

を行うことで、地域移行・地域定着支援の推進を図ります。 

  【入院中の精神障がい者の地域移行支援・精神障害にも対応した地域包括ケアシステ

ムの推進（再掲）】 

（健康福祉部保健医療課） 

ピアサポーターの登録見込み者数（実人数） 

年 度 ３年度 ４年度 ５年度 

登録見込み者数 34人 35人 37人 

 

 

  ③ 発達障害者支援地域協議会による体制整備事業 

     自閉症、アスペルガー症候群等の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害

等の発達障がいを有する障がい児者への支援体制を整備するため、医療、保健、福祉、

教育、労働等の関係者で構成する「発達障害者支援地域協議会」を設置し、発達障が

い児者への支援体制の充実を図ります。 

 

○ さまざまな関係者で構成する「県発達障がい者等支援体制整備推進連携会議」を開

催します。 

（健康福祉部障害福祉課） 

開催見込み数 

年 度 ３年度 ４年度 ５年度 

開催見込み数 ２回 ２回 ２回 
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【参考】 

「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な

指針（平成二十九年厚生労働省告示第百十六号）」（国の基本指針）に掲げる都道府県

障害福祉計画に定める事項等（抜粋） 

 

○都道府県障害福祉計画において定める事項 

別表第三 

事  項 内  容 

一 都道府県障害福祉計画等の基本的理念等 都道府県障害福祉計画等に係る法令の根拠、趣

旨、基本的理念、目的及び特色等を定めること。 

二 区域の設定 指定障害福祉サービス等又は指定通所支援等

の種類ごとの量の見込みを定める単位となる区

域を定めた場合に、その趣旨、内容等を定めるこ

と。 

三 提供体制の確保に係る目標 

（一）障害福祉サービス、相談支援及び地域

生活支援事業の提供体制の確保に係る

目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（二）障害児通所支援等の提供体制の確保に

 

障害者について、施設入所者の地域生活への移

行、精神障害にも対応した地域包括ケアシステム

の構築、地域生活支援拠点等が有する機能の充

実、福祉施設の利用者の一般就労への移行等を進

めるため、この基本指針に即して、地域の実情に

応じて、令和五年度における成果目標を設定する

こと。 

特に福祉施設の利用者の一般就労への移行等

の数値目標を達成するため、労働担当部局、教育

委員会等の教育担当部局、都道府県労働局等の関

係機関と連携して、次に掲げる事項について障害

者雇用の推進に関する活動指標を設定して、実現

に向けた取組を定めること。 

① 就労移行支援事業及び就労継続支援事業の利

用者の一般就労への移行 

② 障害者に対する職業訓練の受講 

③ 福祉施設から公共職業安定所への誘導 

④ 福祉施設から障害者就労・生活支援センター

への誘導 

⑤ 公共職業安定所における福祉施設利用者の支

援 
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係る目標  障害児支援の体制整備を進めるため、この基本

指針に即して、地域の実情に応じて、令和五年度

における成果目標を設定すること。 

四 支援の種類ごとの必要な量の見込み及び

その見込量の確保のための方策 

（一）各年度における指定障害福祉サービス

等の種類ごとの必要な量の見込み及び

その見込量の確保のための方策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（二）各年度における指定通所支援等の種類

ごとの必要な量の見込み及びそのため

の方策 

 

 

① 市町村障害福祉計画を基礎として、④の令和

五年度末の長期入院患者の地域移行に伴う地

域の精神保健医療福祉体制の基盤整備量（利用

者数）を勘案しながら、地域の実情を踏まえて、

令和五年度までの各年度における指定障害福

祉サービス等の種類ごとの実施に関する考え

方及び必要な量の見込みについて、区域及び都

道府県全域で定めること。 

② 指定障害福祉サービス等の種類ごとの必要な

見込量の確保のための方策を定めること。 

③ 市町村障害福祉計画を基礎として、地域生活

支援拠点等の整備の方策について、圏域及び都

道府県全域で定めること。 

④ 別表第四の三の項に掲げる式により算出し

た、令和五年度末の長期入院患者の地域移行に

伴う地域の精神保健医療福祉体制の基盤整備

量（利用者数）を定めること。 

 

① 市町村障害児福祉計画を基礎として、令和五

年度末までの各年度における指定通所支援等

の種類ごとの実施に関する考え方及び必要な

量の見込みについて、区域及び都道府県全域で

定めること。 

② 指定通所支援等の種類ごとの必要な見込量の

確保のための方策を定めること。 

五 圏域単位を標準とした指定障害福祉サー

ビス及び指定通所支援の見通し及び計画

的な基盤整備の方策 

 

① 障害福祉サービス及び障害児通所支援の利用

状況や供給体制について、国民健康保険団体連

合会へ委託する自立支援給付の支払に関する

データの分析等により的確に把握すること。 

② 障害者等のニーズを踏まえ、必要な住まい、訪

問系サービス、日中活動の拠点及び障害児支援

の提供体制が適切に整備されているかという
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視点から課題を整理すること。 

③ ①及び②を踏まえ、障害者等の支援に必要と

なる指定障害福祉サービス及び障害児通所支

援の種類及び量の見通しを作成すること。加え

て、当該見通しを達成するために新たに必要と

なる指定障害福祉サービス及び障害児通所支

援を実施する事業所数を見込むとともに、年次

ごとの事業所の整備計画を作成すること。 

六 各年度の指定障害者支援施設及び指定障

害児入所施設等の必要入所定員総数 

 

令和五年度までの各年度における指定障害者

支援施設及び指定障害児入所施設等の必要入所

定員総数を定めること。 

七 都道府県の地域生活支援事業の種類ごと

の実施に関する事項 

 

都道府県が実施する地域生活支援事業につい

て、第二に定める成果目標の達成に資するよう地

域の実情に応じて、次の事項を定めること。 

① 実施する事業の内容 

② 各年度における事業の種類ごとの実施に関す

る考え方及び量の見込み 

③ 各事業の見込量の確保のための方策 

④ その他実施に必要な事項 

八 指定障害福祉サービス等支援に従事する

者の確保又は資質の向上のために講ずる

措置 

指定障害福祉サービス等支援に従事する者及

び相談支援専門員等の確保又は資質の向上のた

めに実施する措置に関する事項を定めること。 

九 関係機関との連携に関する事項 

（一）区域ごとの指定障害福祉サービス又は

指定地域相談支援及び地域生活支援事

業の提供体制の確保に係る医療機関、教

育機関、公共職業安定所その他の職業リ

ハビリテーションの措置を実施する機

関その他関係機関との連携に関する事

項 

（二）区域ごとの指定通所支援の提供体制の

確保に係る医療機関、教育機関その他の

関係機関との連携に関する事項 

 

都道府県の障害保健福祉部局と医療機関、教育

機関等関係機関との連携方法等を定めること。 

 

 

 

 

 

都道府県の障害保健福祉部局と医療機関、教育

機関等関係機関との連携方法等を定める事。 

十 都道府県障害福祉計画等の期間 都道府県障害福祉計画等の期間を定めること。 

十一 都道府県障害福祉計画等の達成状況の

点検及び評価 

各年度における都道府県障害福祉計画等の達

成状況を点検及び評価する方法等を定めること。 

 


